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1.1 はじめに  
近年，わが国では多くの自然災害が発生し，全国各地に大きな被害を及ぼしている．ここ
数年だけでも，平成 29 年九州北部豪雨災害，平成 30 年西日本豪雨災害，令和元年東日本台
























また，国においても同様の懸念をもっている．具体的には，平成 26 年 6 月に閣議決定さ
れた国土強靭化基本計画では，復旧・復興を担う建設業等における高齢化の進展等の課題に
対し，人材の確保・育成に向けた取組みや環境づくりを進めることが記されている 4)．また，
平成 30 年 12 月に変更された国土強靭化基本計画では，迅速な復旧・復興や除雪作業等を
担う地域に精通した建設業の人材の確保・育成を図ることを追記しており，国も建設業の衰
退への懸念を深めているとともに，何らかの対策を講じていく必要性を認識していること
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が，平成 25 年からはほぼ横ばいの状況である．就業者数および許可業者数は，平成 10 年前
後をピークに減少し，平成 24 年前後からは横ばいである．しかしながら，内実は楽観でき
る状況にない．その具体的な実情を以下に記す． 
まずは，建設業と全産業の平成 21～31 年の有効求人倍率の推移を図-2.2 に示す．建設業














図-2.1 建設投資，許可業者数及び就業者数の推移, 1)，2) 
 
 






















































図-2.3 建設業就業者の高齢化の進行 4) 
 
 






自然災害の一例を図-2.5 に示す．この図より，平成 23 年以降に大規模な自然災害が増え，
平成 28 年以降は毎年，風水害による激甚な災害が発生していることがわかる．図-2.6 は，
過去の主な風水災等による保険金の支払い額を示している．上位 10 位の災害のうち，7 つ
の災害が平成 26 年以降に発生した災害であり，この結果からも，近年の災害の激甚化を窺
い知ることができる．そこで，近年の災害の状況を見てみるため，過去 10 年における水害
被害額を図-2.7 に示す．梅雨前線による新潟・福島豪雨災害や台風 12 号による紀伊半島大
水害が発生した平成 23 年は大きな被害額が突発的に生じているが，経年的な傾向としては，
被害額は増加している．また，この 10 年間に被害が発生した都道府県に関しては，平成 21
年では 45 都道府県であるものの，それ以外の年では 47 都道府県であり，全国各地で水害
が発生している 4)．この背景にあるのが，降水量の経年的な推移である．日降水量が 200mm
以上となる年間の日数の推移を図-2.8，1 時間降水量 50mm 以上の年間発生回数を図-2.9 に
示す．図-2.8 より，日降水量が 200mm 以上となる日数は長期的に増加の傾向にあり，また，
図-2.9 からは，近年 10 年における 1 時間あたり 50mm 以上の降雨となる短時間強雨の発生












図-2.6 過去の主な風水災等による保険金（支払額上位 10 位）7) 
 
 





図-2.8 日降水量 200mm 以上となる年間の日数の推移 6) 
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地域 A に位置する任意の地元の建設企業（以下，「企業」と略す）を i，企業の集合を N，
任意の時期を t で表す．以下では，二期間(t = 1, 2)を対象とする．企業 i が時期 t = 1 に受注
する任意の復旧工事を j，その集合を Hi で表す．双方の時期(t = 1, 2)には通常時における工
事（以下，「通常工事」と略する）を受注し，時期 1(t = 1)には災害の復旧工事も受注しう
る．時期 1 において復旧工事が完了せず，時期 2 にそれらの工事が及ぶ場合，工事の遅れに
伴う社会的な損失が発生する．ただし，工事が遅れる場合，時期 2 以降に遅れが及ぶことは
ないものとする． 
通常工事の要求作業量を vi，復旧工事 j の要求作業量を wj，通常工事に並行して復旧工事




























以下では，表記の簡単のため，Wj が通常工事の要求作業量 vi に関する関数であることは
省略する．以上より，時期 1 内における企業 i の超過作業量 di，すなわち，自社では対応で
きない作業量を次式のように定式化できる．ただし，di  0 の場合は作業が超過している，









































上式が成立しない場合，すなわち，D > 0 の場合は，超過作業量 D の分だけ時期 1 内に地
元の企業のみで作業を完了できないことになり，地元の企業が投入可能な作業量である業
務受容能力を上回っている場合である． 
D > 0 の場合，1) 企業が受注できる制度的な上限を緩和する， 2) 工事の完了を遅らせる










ここに，A は損失を表す関数，H は制度的な上限のもとでの地域 A における作業の集合，
H*は制度的な上限が緩和されたもとでの作業の集合であり，それぞれ次式で表される．ただ









































3) 時期 2 に工事が及ばないように地域外の企業から作業を調達する場合 
この場合，超過作業量 D を地元の企業が地域外の企業に再発注することになる．形式的
には，この作業量 D を要求作業量として，地域外の企業に再発注する．よって，地域外の









































ただし，この di は災害時のそれではないため，一般に di < 0 である．よって，先述のよう
に，−di は余裕作業量である．これらの企業で式(3-6)に示す超過作業量 D をこなすことを考
える．もっとも，「維持する建設企業」とはこの超過作業量 D をこなすために維持される企



















計算する．その上で，D < 0 であった場合，すなわち，業務受容能力に余裕がある場合は，
差し当たっての問題はなく，緊急に維持を含めた何らかの対策を講じる必要はないと考え
られる．つまり，フレームにおける第一の検討項目は，維持の緊急性に関する評価である． 























しかし，D > 0 の場合であり，かつ，生活への支障のリスクを地域が許容できない場合に
































な企業の費用関数は表-3.1 に表される．これによると，大規模な企業に関して f = 6,778.46，
c = 0.9799 である． 
一方，企業の工事受注高等については，鳥取県発注の平成 25 年度から 27 年度の 3 年間
の工事件数と発注金額より平均的な工事 1 件あたりの発注金額を算出する．このとき，大規
模な企業に相当するのは鳥取県基準に示された上位ランク企業とすれば，鳥取県東部地域
において受注総工事件数は 92 件，総発注金額は 6,168,618 千円であり，1 件あたりの発注金





項目 小規模 大規模 
固定作業量 f 0.9872 (0.00) 0.9799 (0.03) 
可変作業量比 c 342.46 (0.00) 6778.46 (0.05) 
※( )内の数値は p 値，金額単位は千円 
 
3.5.2 復旧工事の想定 
災害が起こっていない状態に着目する．このとき，式(3.3) は wj = 0 (jH)の状況にある．
また，表-3.1 より f = 6778.46, c = 0.9799，通常工事に関して平均的な売上高は 2,117,687 千
円 (=vi)であることから，投入作業量 f + cvi は 2,081,900 千円となり，企業は 35,787 千円の利
益を得ている． 
式(3.3)における右辺の Wi，すなわち，企業が投入可能な作業量は個々の企業の生産体制












cwj が式(3.18) の両辺の差 1,065,010 千円以内であれば，この災害に対する復旧は，地元の
企業のみで，期間 1 内に完結できる． 
復旧工事の要求作業量wjが通常工事の要求作業量と同じ，すなわち，wj = 2,117,687 千
円である状況を想定する．このとき，企業 i の要求作業量の合計は，通常工事の 2 倍の
4,235,374 千円（ = 2,117,687 千円×2）となる．なお，山口県の地方建設事務所事務所では，
災害復旧期の工事発注額が前年度の発注額の 5 倍を超える状況が生じた事例もあり，2 倍の
想定は災害規模として過大ではない．このとき，任意の企業 i に関して，次式が成立する． 
 
f + c(vi +wj) = 4,157,021 千円>Wi = 3,146,910 千円 (3.19) 
 
式(3.5)より，任意の企業 i の超過作業量 di は次式のように求められる． 
 







に， 初に検討される方策であろう．式(3.20) より，期間 1 のみでは 1,010,111 千円に相当
する投入作業量がまかなえない． 
そこで，この分を工期を延長して期間 2 でまかなう．この場合，式(3.7)に示すように，延
長の規模は D/W×1 期間である．ここで，企業の数は 22 社であることから，D = 22di, W = 













ここで，fJ = f であるとする．投入作業量を地域外から調達するため，cJ は c と比べて割
高になると考えられる．仮に，1 割高，2 割高の場合，もし地元でこなせたら D = 22di = 
22,222,442 であった投入作業量が，23,960,126,  26,137,704 と 1.08, 1.18 倍になる．なお，fJ
も cJ も金銭単位をもつパラメータであるため，上式は関数1 を経なくても，金銭換算され
ている．したがって，ここでの「1.08, 1.18 倍」は作業量のみならず，外部から作業量を調





を考える場面を想定して数値計算を行う．その際，式(3.4)で示すように，ui と Wi には関係
がありうるが，ここではその特定が困難なため，関係がないものと仮定する． 
「維持する企業」で上記の D = 22di = 22,222,442 の投入作業量をまかなう場合，必要とな
る企業の数は式(3.15)より D/(−di)，また，地域 A 全体におけるこれらの企業への通常工事の
要求作業量は式(3.16)より uiD/(−di)である．先の場合と同様，fJ も cJ も金銭単位をもつパラ
メータであるため，uiD/(−di)は関数2 を経なくても金銭換算されている． 


















































































































































5 よって，Wi = 47×(44,968+21,855) = 3,146,910千円 
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任意の地域 i (1   i   n)において，ある被害項目 j (1   j  m)（家屋全壊，火災発生など）
が発生する確率がポアソン分布にしたがうとする．よって，地域の被害規模が x であるもと



























よって，ある年における地域の被害規模が x であるもとで，地域に生じた被害が yi = (yi1, 
yi2,… yim)である確率は，次式で表される． 
 






ここで，地域の被害規模 x がガンマ分布にしたがうとする．ガンマ分布 Ga は次式で表さ
れる．ただし，はガンマ関数である． 
 





よって，ある年において地域に生じた被害が yi である確率は，次式で表される． 
 



















𝑒−(𝛽+∑ 𝜆𝑗)𝑥𝑗 𝑑𝑥 
(4.5) 
 
ここで，ガンマ分布の確率密度関数に関して，任意の  について次式が成り立つ． 
 



































𝛤(𝛼 + ∑ 𝑦𝑖𝑗𝑗 )
(𝛽 + ∑ 𝜆𝑗𝑗 )
𝛼+∑ 𝑦𝑖𝑗𝑗  
(4.8) 
 
よって，y = (y1, y2, …, yn)が観測されたもとでの対数尤度関数は次式のように表される． 
 










式(4.5)に示すように，ある年の地域 i における被害が yiであった場合，被害規模に関する
確率の事前分布 Ga(x:  )は事後分布 Ga(x:  + j yij,  + j j)に更新される．ここで，任意
の に関して Ga(x:  )の平均値は / であることから，地域 i の被害が yi である場合の
被害規模の平均値は次式で表される．ただし，(  )は 尤推定法によって推計された
パラメータである． 
 
𝛼∗ + ∑ 𝑦
𝑖𝑗𝑗





この式では被害がない場合，すなわちj yij = 0 であっても正の値をとる．そこで，被害が
ない場合には被害規模が 0 になるように次式のように基準化する． 
 
𝑑𝑖 =
𝛼∗ + ∑ 𝑦
𝑖𝑗𝑗
𝛽∗ + ∑ 𝜆𝑗
∗
𝑗
 −  
𝛼∗

















容能力を超えていない場合（図-4.1 の限界点 A より左側）の費用関数を式(4.12)，超えてい
る場合（同様に，限界点 A より右側）のそれを式(4.13)で表す．ただし，ci は地域 i の復旧
事業費，di は地域 i の被害規模，zi は地域 i の建設業の規模，1 2  はパラメータ(1 
36 
 
 2   0)である．なお，0 の仮定は，建設業の規模が大きいほど業務受容能力（図-4.1 に
おける限界点 A の座標）が大きくなることに対応している． 
 
𝑐𝑖 = 1𝑑𝑖 (4.12) 





ln𝑙𝑖 = ln [𝜋11(𝑐𝑖 − 1𝑑𝑖: 0, 𝜎1




 11+ 2 = 1 である． 1, 2は一般に混合比率と呼ばれている．なお，一つの費用関数を推計
する場合は， 1 もしくは 2 の一方が 0 の場合に相当する．(   )は平均，標準偏差の
正規分布の密度関数を表す．式(4.12),( 4.13)より，これらの式の交点は ci = − zi  (−)で















ただし(   )は平均，標準偏差の正規分布の分布関数である．以上より，すべての
地域i = 1, 2, …, nに関する対数尤度関数は次式で表される． 
 






























式(4.17)で求められる(di*, ci*)に基づくと，各々の地域で生じた災害は図-4.2 に示す第 1～4
37 
 




















全国 47 都道府県を対象とし，平成 19～28 年の 10 年間のデータを使用する．使用するデ























































パラメータ 推計値 (t 値) 
 0.324 (9.205*) 
 0.570 ( − ) 
1（全壊・流失） 0.053 (3.550*) 
2（半壊） 0.118 (4.931*) 
3（火災発生） 0.000 (0.093) 
4（床上浸水） 0.026 (2.560**) 
5（床下浸水） 0.088 (4.381*) 
6（一部損壊） 0.389 (7.234*) 
7（非住家被害） 0.064 (3.858*) 
8（水田流埋） 0.012 (1.747***) 
9（水田冠水） 0.025 (2.495**) 
10（畑流埋） 0.008 (1.408) 
11（畑冠水） 0.012 (1.796***) 
12（道路損壊） 0.037 (3.003*) 
13（橋梁破損） 0.001 (0.425) 
14（河川損壊） 0.022 (2.385**) 
15（山（崖）くずれ） 0.007 (1.380) 
16（鉄軌道被害） 0.001 (0.500) 



















パラメータ 推計値 (t 値) 
 0.333 (10.111*) 
 0.577 ( − ) 
1（全壊・流失） 0.054 (3.773*) 
2（半壊） 0.120 (5.588*) 
4（床上浸水） 0.027 (2.640*) 
5（床下浸水） 0.089 (4.822*) 
6（一部損壊） 0.395 (9.990*) 
7（非住家被害） 0.066 (4.149*) 
8（水田流埋） 0.012 (1.771***) 
9（水田冠水） 0.025 (2.568**) 
11（畑冠水） 0.013 (1.823***) 
12（道路損壊） 0.037 (3.134*) 








パラメータ 推計値 (t 値) 
1 1.046 (12.645*) 
2 1.704 (16.114*) 
 −5.853 (−3.796*) 
1 0.146 (19.325*) 
2 4.844 (12.423*) 










































析の期間における自然災害を見てみると，岩手県では平成 23 年に東日本大震災，平成 28年
には台風 10 号などによる記録的大雨に伴う大きな災害が発生している．また，新潟県では
平成 19 年には中越沖地震，平成 23 年には新潟・福島豪雨災害が発生している．図-4.5，4.6
にこれらの県の推計結果を示すが，岩手県は平成 23 年および平成 28 年が，新潟県は平成





















推計結果に業務受容能力が反映されていれば，第 1 象限，第 2,4 象限，第 3 象限の順に，よ
り深刻な激甚災害が生じたサンプルが多いとの仮説が成り立つと考えられる． 
推計結果から第 1 象限に位置するサンプル数は 25 個であり，激甚災害に指定された災害
と照合すると，25 個すべてにおいて激甚災害が生じている（表-4.5 を参照）．このうち 6 個
































28 岩手 台風 7, 9, 10, 11 号  
 鳥取 鳥取中部地震 〇 
 熊本 熊本地震  
 大分 熊本地震  
27 福島 台風 18 号  
 栃木 台風 18 号  
26 京都 台風 11, 12 号  
 徳島 台風 11, 12 号  
 高知 台風 11, 12 号  
25 京都 台風 18 号  
 島根 台風 4 号，8 月豪雨 〇 (5) 
24 熊本 台風 4 号  
23 岩手 東日本大震災， 
台風 15 号 
 
 宮城 東日本大震災， 
台風 15 号 
 
 福島 東日本大震災， 
新潟福島豪雨 
 
 茨城 東日本大震災  
 栃木 東日本大震災  
 千葉 東日本大震災  
 新潟 東日本大震災， 
新潟福島豪雨 
 
 和歌山 台風 12 号  
21 和歌山 春雨前線，梅雨前線 〇 (3) 
 山口 中国・九州北部豪雨  
19 秋田 梅雨前線 〇 (5) 
 新潟 中越沖地震 〇 
 石川 能登半島地震 〇 
※ 局地激甚災害指定欄中の(  )内の数字は地震以外の災害での指定市町村数 
 










よって，第 2, 4 象限に位置するサンプル数は 81 個のうち約 70％は区分 2, 3 の比較的規模
が小さい災害を伴うサンプルである．また，これらの約 25％は通常規模の災害が一年に数
多く起こったため，被害規模の割に復旧事業費が多くなっていると考えられる． 
同様に，第 3 象限には 364 個のサンプルが位置している．図-4.7 より，区分 2, 3 に位置す
るサンプルがほとんどであり，その割合は第 1 象限に位置するサンプルのみならず，第 2, 4
象限に位置するサンプルよりも小さい． 










































図-4.9 は宮城県の結果であり，東日本大震災が発生した平成 23 年は第 1 象限に位置し業
務受容能力を超過しており，前述の岩手県と同様である．東日本大震災の復旧では，被災地
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異なる特性をもつ複数の災害を対象とする．具体的には，平成 30 年 7 月豪雨（西日本豪










宅被害棟数及び住宅被害における半壊以上の被害の割合は，それぞれ 586 棟及び約 68％で
ある．西日本豪雨災害及び新潟県中越地震における住宅被害棟数及び住宅被害における半










災害 被災規模 広がり 人手不足 
西日本豪雨 大 全県 大 
広島土砂災害 小 1 市 小 








































おり，被災した JR 可部線も平成 26 年 9 月 1 日より運転再開しているのに対し，西日本豪






































































































































5.3.2 生活の影響に関する記事の特定  





















対象期間の初日から t 日までに項目 w が出現する記事の数を nt(w)， 終日までに項目 w が








よって，項目 w の時系列的な推移は，次式で表される． 
 
𝑥𝑥𝑤 = (𝜋1(𝑤), 𝜋2(𝑤), ⋯ 𝜋𝑇(𝑤)) (5.3) 
 
ただし，T は分析の対象期間の 終日であり，T(w) = 1 である．もし，項目の数が少なけ






w, w’の距離に着目する．これらの項目の距離は，二点 xw, xw’の距離であることから，次式
で表すことができる． 
 











トピックモデルとして LDA (Latent Dirichlet Allocation)を用いるとともに，ベイズ推定の事後
分布の近似手法である変分ベイズ法によってパラメータを推計した．LDA では，記事の生
成確率は次式で表され，これを 大にするパラメータ, を求める．ただし，D は記事の集
合，d は任意の記事であり，p(d | )はパラメータがのもとで記事 d のトピックを生成する
確率分布がdである確率であり，その分布はディリクレ分布にしたがう．p(zdn | d)はトピッ
クの確率分布がd であるもとで記事 d に出現する n 番目の単語のトピックが zdn である確
率，p(wdn | zdn, )はパラメータがであり，かつ，記事 d に出現する n 番目の単語のトピック
が zdn であるもとで，単語 wdn が出現する確率であり，双方は多項分布にしたがう．なお，
5.3.2 に示した出現確率dk，kvは k = zdn とした上で，これらの確率を積分消去することで得
られる．詳細は，参考文献 1)を参照されたい．  
 
𝑝(𝐷|𝛼, 𝛽) = ∏ ∫ 𝑝(𝜃𝑑|𝛼)
𝑑∈𝐷













いて，表-5.2 に示す 1～10 を生活の影響に関係するトピックとして特定した．したがって，























































































































































































































































































































































不安，資金，通学の四つの項目は，それぞれ図-5.7 における第 1, 2, 3, 4 象限に位置する項目
である．図-5.5 の凡例には，項目ごとに 1～4 の数値が記されているが，これはそれぞれの
項目が位置する象限を表している．これらの項目の推移を比較すると，第 1, 4 象限に位置す




縦軸についても同様に検討する．第 1, 2 象限に位置する倒産と不安は 100%（累積相対度











































































































暮らし 住宅，転居，集落  
心理 不安，不便，断念 
 








































































































































































































































































































































基盤工学専攻 防災計画研究室 太田隆夫教授，鳥取大学 工学研究科 社会基盤工学専













 47 都道府県での推計した業務受容能力と被害規模および復旧事業費の関係 
 
 本論文の第 4 章において検討した推計した手法により，47 都道府県における業務受容能
力と過去の災害実績との関係をプロットした結果を掲載する． 





















































































































































































































































 本論文の第 5 章においてデータとして用いた，西日本豪雨災害，広島土砂災害，中越地震
災害における生活の影響に関する 20 項目の時系列的な推移を折れ線グラフとして示した結
果を掲載する． 







































































































































































































































































































































































   
項目：断念（心理） 
